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今年の3月の向井弁護士のニュース

レターで F 運輸事件判決をとりあげ

ていましたが（「全面勝訴した運送業

の未払い残業代裁判例」）、先日岸田弁

護士がこの判決を経営法曹会議の判

例研究会で報告しており、その報告を

聞いて私なりに思うところがあった

ので、今回のニュースレターでお話し

したいと思います。 

 

本件の事案の概要については、紙面

の都合もありますので、申し訳ありま

せんが、向井弁護士の 3月のニュース

レターをご参照ください。 

本件の争点としては、就業規則の周

知性の問題もありましたが、ここでは

本件判決のポイントである「各種割増

手当」について考えたいと思います。 

 

いわゆる固定残業代については、裁

判例により、残業代の支払いとして認

められるための条件が厳しく設定さ

れています。これに対して、本件で問

題となった「各種割増手当」という名

称の手当については、固定残業代には

当たらず、割増賃金の支払いとして有

効なものと判断されています。いった

い本件の「各種割増手当」と固定残業

代とは何が違うのでしょうか？ 

答えは「何も違わない」です。 

本件の「各種割増手当」については、

賃金規程上、「各種割増手当はコース

によって定額に支給される手当であ

り、各種割増手当と加算手当の合計額

は、前項の算式（注：労基法に基づい

た割増賃金の計算方法）により算出し

た割増賃金以上の額とする。」と定め

られていました。 

「各種割増手当」はコースごとにそ

の走行距離等の内容に応じて決まり

ますが、「定額」のものです。従業員各

人の給与額によって異なるものでも

ないですし、実際の労働時間によって

異なるわけでもない「定額」です。こ

の点で固定残業代と変わりありませ

ん。 

また、賃金規程上、労基法に基づい

た割増賃金の計算方法により算出し

た割増賃金以上の額とされています

が、それが担保されているわけではあ

りません。例えば、労基法の割増賃金

の何割増しと定めていたり、労基法の

割増率を超える割増率が定められて

いるわけでもありません。コースによ

って想定される時間に基づいて定額

で定めたとしても、絶対に実際の労働
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時間に基づいて計算した割増賃金の

金額を下回らないようにするために

は、かなりの長時間に相当する金額を

設定する必要が出てきます。逆に、実

際の労働時間に基づいて設定された

金額にすると、渋滞や手待ち時間等で

実労働時間が想定を超えた場合、実際

の労働時間に基づいて計算した割増

賃金が「各種割増手当」の金額を超え

る場合もあることになります。本件で

は、時間外労働が 100時間以上となる

ような金額が設定されていたようで

す。 

なお、時間外労働が 100時間以上と

なるような金額が設定されている点

も、本件の裁判所は割増賃金の計算の

関係では問題としていません。これに

ついては固定残業代の裁判であれば、

36 協定や限度基準を上回る残業を労

働者に義務付けているとして、即座に

問題にされそうです。この点、判例研

究会に出席されていた先生から、固定

残業代についてどういう場合に残業

を義務付けていると判断されるのか

と裁判官に尋ねたところ、実際の残業

時間が、固定残業代相当の残業時間を

下回った場合に、翌月に繰り越された

り、精算されたりするものとの答えだ

ったという話が紹介されました。もっ

とも、私が担当した事件で、繰り越し

や精算が定められた賃金規程は見た

ことがありませんが、固定残業代が長

時間の残業代に相当する場合は、それ

だけでアウト！と言われています。 

結局、固定残業代だろうとコースに

より設定された手当だろうと、残業代

不払いのための制度ないし仕組みと

受け取られたらダメだということで

す。固定残業代も、もともと労基法に

よる計算を上回っていれば問題なか

ったはずであり、仮に差額が一部支払

われていなかったとしても、その分を

支払えば足り、固定残業代は残業代の

既払いと認められ、固定残業代部分も

残業代計算の基礎単価に組み込まれ

ることはなかったはずです。それが裁

判所により厳しく判断されるように

なったのは、固定残業代に対するイメ

ージが悪い（残業代不払いのための制

度）ためです。 

判例研究会に出席されていた先生

の話では、運送業では本件のようなコ

ース別に設定された手当が割増賃金

として支払われていることは結構あ

るようです。それ自体は何も問題ない

ですが、時間管理をきっちり行わず、

差額も支給しない、割増賃金相当の手

当がかなりの長時間の時間外労働に

相当するといった事案が頻発すると、

裁判所も本件のように判断してくれ

なくなると思います。この点はしっか

りと肝に銘じておきたいところです。 
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